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（単位：億円）

令和７年度 令和８年度 対 前 年 度

予 算 額 予 算 額 増 ▲ 減 額

114 126 12

1,315 1,365 50

163 169 6

8,743 8,457 ▲ 286 公共事業関係費等を含む

【うち内閣主計官担当分】 6,296 5,999 ▲ 297

内 閣 1,215 1,241 26
（人事院・内閣法制局を含む）

内 閣 本 府 等 公共事業関係費等を含む

（こども家庭庁・警察庁を除く）

【うち内閣主計官担当分】 5,080 4,757 ▲ 323

4,752 5,198 446 各府省システム費用（一括計上予算）を含む

【うち内閣主計官担当分】 1,605 1,854 249
うちデジタル係 1,317 1,500 183
うち外務・経済協力係 169 232 63

　うち内閣係 119 122 2

- 24 24

7,448 7,763 315

854 870 15

355 354 ▲ 1

138 167 28

27 27 ▲ 0

47 40 ▲ 6

（単位：億円）
令和７年度 令和８年度 対 前 年 度
予 算 額 予 算 額 増 ▲ 減 額

4,864 4,492 ▲ 372

（注）計数はそれぞれを四捨五入しているため、端数において合計に合致していないものがある。

所 管 備 考

復 興 庁

財 務 省
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経 済 産 業 省

令和８年度東日本大震災復興特別会計歳出予算

内 閣 ・ 内 閣 本 府 等

7,527 7,216 ▲ 312

デ ジ タ ル 庁

外 務 省

防 災 庁

令和８年度一般会計歳出予算（内閣、デジタル、復興、外務・経済協力係）
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会 計 検 査 院
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担当分
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１．新たに「地域未来交付金」を創設し、地方の大きな伸び代と地域の特性を最大
限に活かすため、自治体による地域独自の取組を後押し（1,600 億円）。 

２．「防災庁」の設置に向けた体制整備、災害対応力の強化や事前防災の徹底に向
けた施策を推進（202億円）。  

３．沖縄振興策を総合的・積極的に推進する観点から、沖縄振興一括交付金等を重
点的に措置し、総額も 10年ぶりとなる対前年度増額（2,647 億円）。 

４．政府機関等におけるサイバーセキュリティ対策の強化やサイバー脅威に対する
体制整備を図る（144億円）とともに、宇宙・海洋分野における危機管理投資を
推進（宇宙：169億円、海洋：6.3 億円）。 

１ 地域未来戦略の推進 

各自治体による産業クラスター計画や地場産業の成長戦略が、真に地方の活力を最大化する

ことに繋がるよう、従来の地方創生関係施策も含めて見直しを進めることとし、新たに「地域

未来交付金」を創設。今後策定予定の「地域未来戦略」の議論も踏まえ、交付金の在り方を検

討し、実効性を高めていく。 

令和７年度 令和８年度

○ 地域未来交付金 2,000 億円 ⇒ 1,600 億円 （▲400億円） 

※ 令和７年度補正予算においては1,000億円を計上。

○ その他の地方創生施策 37億円 ⇒ 39億円 （＋2億円） 

※ デジタル庁一括計上分を含む。

※ 令和７年度補正予算においては84億円を計上。

内閣・内閣本府等・防災庁予算のポイント 

◆ 内閣・内閣本府等・防災庁予算のポイント

令和８年度予算編成の基本的な考え方 

※内容や計数は精査中であり、今後、変更が生じる場合がある。
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２ 防災対策の推進 

 「防災庁」の設置に向けた体制整備に要する費用とともに、災害対応力の強化や事前防災の

徹底を図るため、地方自治体の防災対策への支援、船舶を活用した医療提供体制の充実、災害

画像の集約等による初動対応の充実や各省庁連携による事前防災対策の推進などに要する費用

を計上。 

令和７年度 令和８年度

〇 内閣府防災担当・防災庁予算 146 億円 ⇒ 202億円（＋55億円）

＜主な内訳＞ 

・防災力強化総合交付金 35億円 （新規） 

・防災庁の運営に必要な経費 25億円 （新規） 

・災害画像の集約等による初動対応の充実 1億円 （新規） 

・事前防災対策総合推進費 17億円 ⇒ 17億円 （前年同）

・新総合防災情報システム等 8億円 ⇒ 11億円 （＋3億円）

・船舶活用医療の提供体制の整備 １億円 ⇒ 4億円 （＋3億円）

※ デジタル庁一括計上、内閣官房防災庁設置準備室経費分を含む。

※ 令和７年度補正予算においては122億円を計上。

※ 防災庁は、内閣府防災担当を発展的に改組し、令和８年中に設置予定。

３．沖縄振興予算  

沖縄振興策を総合的・積極的に推進する観点から、公共事業関係費等、沖縄振興一括交付金、

沖縄北部連携促進特別振興事業費、沖縄離島活性化推進事業、沖縄こどもの貧困緊急対策事業

等について所要額を計上し、全体で対前年度＋５億円を措置（10年ぶりに増額）。 

令和７年度 令和８年度

○ 沖縄振興予算（内閣本府等） 2,642 億円 ⇒ 2,647 億円 （＋5億円）

＜主な内訳＞ 

・公共事業関係費等 1,258 億円 ⇒ 1,254 億円 （▲4億円）

・沖縄振興一括交付金 721億円 ⇒ 736億円 （＋15億円）

沖縄振興特別推進交付金（ソフト） 342 億円 ⇒ 347億円 （＋5億円）

沖縄振興公共投資交付金（ハード） 380 億円 ⇒ 390億円 （＋10億円）

・沖縄北部連携促進特別振興事業費 50億円 ⇒ 50億円（＋0.5億円）

・沖縄離島活性化推進事業 31億円 ⇒ 33億円 （＋2億円）

・沖縄こどもの貧困緊急対策事業 21億円 ⇒ 22億円 （＋1億円）

※ 令和７年度補正予算においては289億円を計上。
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４．政府機関等のサイバーセキュリティ対策の強化  

今年度に成立した「重要電子計算機に対する不正な行為による被害の防止に関する法律」（令

和７年法律第42号。以下「サイバー対処能力強化法」という。）等に基づき、政府機関等にお

ける情報システムのセキュリティやサイバー脅威に対する的確な対応のための体制整備の推進

等を図り、サイバー安全保障分野における対応能力の向上のための施策を推進。 

令和７年度 令和８年度

○ サイバー関係予算 115億円 ⇒ 144億円 （＋30億円）

＜主な内訳＞ 

・国家サイバー統括官室予算 115億円 ⇒ 130億円 （＋15億円）

サイバー対処能力強化法等を踏まえ

たサイバーセキュリティ対策強化 
21億円 ⇒ 37億円 （＋15億円）

・サイバー委員会の運営に必要な経費 14億円 （新規）

※ デジタル庁一括計上分を含む。

※ 令和７年度補正予算においては425億円を計上。

５．宇宙開発利用に関する施策の推進 

「17の戦略分野」に位置付けられた宇宙分野における我が国の自立性の維持・強化を図るた

め、実用準天頂衛星システム７機体制を整備し、11機体制に向けた開発を引き続き推進。 

令和７年度 令和８年度

○ 実用準天頂衛星システムの開発等 169億円 ⇒ 169 億円 （前年同）

※ 令和７年度補正予算においては171億円を計上。

６．海洋政策等の推進 

「17の戦略分野」に位置付けられた海洋分野について、海洋開発等重点戦略に基づき、海洋

状況把握（ＭＤＡ）の能力強化や管轄海域保全のための国境離島の状況把握等、海洋の開発・

利用に関する重要ミッションに係る取組を推進。 

また、安全保障の観点からも重要な特定有人国境離島地域において、地域社会の維持を推進

するため、「特定有人国境離島地域社会維持推進交付金」を増額。 

令和７年度 令和８年度

○ 海洋開発等重点戦略に基づく施策の推進 4.3億円 ⇒ 6.3 億円 （＋2億円）

※ 令和７年度補正予算においては７億円を計上。

○ 特定有人国境離島地域社会維持推進交付金 50億円 ⇒ 55億円 （＋5億円）

※ 令和７年度補正予算においては6.5億円を計上。
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１．令和８年度予算政府案では、デジタル庁に一括計上されている政府の情報シス
テム関係予算も含め、5,198 億円を計上。（令和７年度：4,752 億円（＋446億円）） 

２．政府の情報システム関係予算は、デジタル庁の一元的なプロジェクト監理のも
と、従来システムの集約・効率化を実施。その際、デジタル庁は、各省庁が共通
して利用する基盤・機能の整備や、個人・事業者向けの行政サービスのオンライ
ン化、を推進。 

３．各情報システムにおける整備・改修等の優先順位付けや運用効率化を行うこと
で予算を抑制するとともに、今後の利活用拡大等が見込まれる情報システムに
は、必要な予算を措置。 

４．デジタル庁の役割の更なる発揮に向け、常勤職員・非常勤職員の体制強化。あ
わせて、マイナンバーカードの利便性・安全性に関する広報や、生成ＡＩの活用
環境の整備として生成ＡＩ評価用データセットの作成などに必要な予算を措置。 

１ 情報システム関係予算 

デジタル庁は、各府省が共通して利用する基盤・機能として情報システムの整備・運用を実

施。例えば、各府省間ネットワーク・業務基盤（ガバメントソリューションサービス：ＧＳＳ）

や、政府共通のクラウドサービス（ガバメントクラウド）の整備・運用を実施。また、マイナ

ポータルやベースレジストリなどを整備し、個人・事業者向けの行政サービスのオンライン化

を推進。 

令和８年度予算編成においては、各情報システムにおける整備・改修等の優先順位付けや運

用効率化を行うことで予算を抑制するとともに、今後の利活用拡大等が見込まれる情報システ

ム（ＧＳＳや、マイナンバーカード関連（次期カード、スマホ対応））については増額するなど、

メリハリを付けた予算としつつ、対前年比162億円増の1,302 億円を計上。 

また、各府省は、デジタル庁の一元的なプロジェクト監理のもとで、個別の情報システムの

整備・運用を実施。【各府省システム等3,689億円】 

令和７年度 令和８年度

○ 情報システム関係予算※ 4,573 億円 ⇒ 4,990 億円（＋418億円） 

うちデジタル庁システム等 1,139 億円 ⇒ 1,302 億円（＋162億円） 

うち各府省システム等 3,434 億円 ⇒ 3,689 億円（＋255億円） 

※デジタル庁一括計上対象経費を指す。

デジタル庁予算のポイント 

◆ デジタル庁予算のポイント

令和８年度予算編成の基本的な考え方 

※内容や計数は精査中であり、今後、変更が生じる場合がある。
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２ デジタル庁の運営に関する経費 

 デジタル社会の実現に向けた司令塔として、利用が拡大するＧＳＳへの対応や、各省庁への

プロジェクトマネージャー派遣等のため、デジタル庁の体制強化を実施。 

令和７年度 令和８年度

○ デジタル庁の運営経費 167億円 ⇒ 193億円 （＋26億円） 

うちデジタル庁人件費 131 億円 ⇒ 157億円 （＋26億円） 

３ デジタル庁の政策に関する経費 

 情報システムの整備・運用とあわせて、デジタル庁としてマイナンバーカードの利便性・安

全性に関する広報や、生成ＡＩの活用環境の整備として生成ＡＩ評価用データセットの作成な

どに必要な予算を措置。 

令和７年度 令和８年度

○ デジタル庁の政策経費 12億円 ⇒ 14億円 （＋2億円） 
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１．復興の基本方針を踏まえ、「第３期復興・創生期間」の初年度である令和８年
度予算において、必要とされる復興施策を着実に推進するため、4,492 億円を計
上。 

２．復興のステージの進展に応じた被災地のニーズにきめ細かに対応。心のケア等
の被災者支援や、原子力災害被災地域における中間貯蔵施設関連事業、帰還・移
住等の促進、ＡＬＰＳ処理水の処分等に伴う風評の払拭などの本格的な復興・
再生に向けた取組を推進。また、「創造的復興の中核拠点」となる福島国際研究
教育機構に係る施設整備等に必要な予算を確保。 

東日本大震災復興特別会計の歳出額（6,334 億円）のうち、震災復興特別交付税（総務省所

管：456億円）、国債整理基金特別会計への繰入等（財務省所管：585億円）及び復興加速化・

福島再生予備費（財務省所管：800億円）を除き、復興庁所管に計上。 

復興庁所管予算 4,492 億円（うち復興庁執行分予算 847 億円） 

１ 被災者支援 

復興の進展によって生じる「心身のケア」、「コミュニティ形成・再生」、「住宅・生活再建

の相談支援」及び「心の復興」等の課題に対応するため、復興の進展に伴う事業の見込みや

地震・津波被災地域における取組の進捗状況などを踏まえ、地方公共団体等における被災者

支援の取組を一体的に支援。 

令和７年度 令和８年度

○ 被災者支援総合交付金 77億円 ⇒ 55億円 （▲22億円） 

２ 原子力災害からの復興・再生 

福島の復興・再生を加速するため、事業の執行状況を踏まえ、長期避難者への支援、帰還

環境の整備、移住・定住促進など復興のステージが進むにつれて生じる新たな課題やニーズ

へのきめ細かな対応に向けた原子力被災12市町等における施策を一括して支援。 

令和７年度 令和８年度

○ 福島再生加速化交付金 599億円 ⇒ 591億円 （▲9億円） 

復興庁関係予算のポイント 

◆ 復興庁関係予算のポイント

令和８年度予算編成の基本的な考え方 

※内容や計数は精査中であり、今後、変更が生じる場合がある。
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復興の基本方針を踏まえ、被災地域全体の農林水産や観光等における風評の払拭に向けて、

国内外への情報発信に取り組むとともに、福島県の地方公共団体自らが創意工夫により行う

風評払拭に向けた取り組みについて支援。また、令和８年度から、県主導による市町村との

連携強化を通じた効果的な情報発信を行うため、国による市町村への直接交付から、県経由

による間接交付に交付方式を見直し。 

令和７年度 令和８年度

○ 復興情報提供・地域情報発信 20億円 ⇒ 22億円 （＋3億円） 

３ 福島国際研究教育機構関連 

「創造的復興の中核拠点」となる福島国際研究教育機構の運営、研究開発推事業、本部施設

棟の施設整備等を支援。 

令和７年度 令和８年度

○ 福島国際研究教育機構関連事業 165億円 ⇒ 200億円 （＋34億円） 

＜内訳＞ 

法人運営等（26億円）、研究開発事業等（105億円）、施設整備に向けた取組（69億円） 

※他府省庁執行分予算（95億円）及び一般会計予算（13億円）を含む。

４ 復興庁執行分以外の予算（他府省庁執行分予算） 

他府省庁執行分予算については復興庁所管に一括計上し、事業実施に当たっては各省庁へ

予算を移替えの上、執行。 

令和７年度 令和８年度

4,008 億円 ⇒ 3,645 億円 （▲362億円） 
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１．外務省の予算総額は、8,170億円を計上（他省庁所管計上分を含む）。令和７年
度当初予算比較では、553億円の増。過去最大の予算。 

２．厳しさを増す安全保障環境に対応するため、ＯＳＡ予算を拡充（前年度比＋101
億円）。あわせて、偽情報の拡散に対抗するといった戦略的対外発信を含め、情
報戦対応も強化（＋37億円）。 

３．外交ツールとなるＯＤＡについては、より一層の効率的な事業実施を前提とし
つつ、無償資金協力・ＪＩＣＡ運営費交付金等を充実（＋33億円）。 

４．査証手数料の引上げにあわせて、在外公館の施設整備やシステム整備など領事
活動の強化に向けた施策を実施。 

（単位：億円） 

項 目 令和７年度 令和８年度 増 減 

当初 7,617 8,170 ＋553（＋7.3％） 

当初＋前年度補正 9,762 10,014 ＋252（＋2.6％） 

（注）デジタル庁計上分（令和８年度232億円）・観光庁計上分（175億円）を含む。 

１ 厳しい安全保障環境への対応 

我が国を取り巻く安全保障環境は、戦後最も厳しく複雑。その対応力を強化する観点から、 

・ 同志国の安全保障能力・抑止力の向上のため、軍等に対して資機材提供やインフラ整備支

援等の無償供与を実施。政府安全保障能力強化支援（ＯＳＡ）の予算を拡充。

・ 外国からの情報操作に対抗すべく戦略的対外発信を実施するなど情報戦対応を進めるとと

もに、我が国の発信を前向きに受け止める土壌醸成のための文化外交を強化。

令和７年度 令和８年度 

○ ＯＳＡ 81億円 ⇒ 181 億円
＋101億円 

（＋124.9％） 

○ 情報戦対応 170億円 ⇒ 207 億円
＋37億円 

（＋21.6％） 

外交関係予算のポイント 

令和８年度予算編成の基本的な考え方 

※内容や計数は精査中であり、今後、変更が生じる場合がある。

◆ 外務省予算
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○ 文化外交 59億円 ⇒ 62億円
＋3億円 

（＋5.7％） 

２ 戦略的・効果的なＯＤＡ 

ＯＤＡは、グローバルな課題解決とともに、台頭するグローバルサウス諸国との関係強化等

の観点から、引き続き重要な外交ツールの一つ。効率的な事業実施をより一層進めていくこと

を前提として、 

・ 無償資金協力は、過年度予算やＪＩＣＡ内資金の有効活用を進めたうえで、事業量を拡充

できる予算を措置。

・ ＪＩＣＡ運営費交付金等は、物価高への影響も踏まえながら、人件費等の上昇への対応を

図る。あわせて、特に海外協力隊の報酬増や増員に向けた予算を措置。

・ 国際機関への分担金／拠出金は、重要性等を精査のうえ、所要額を措置。

令和７年度 令和８年度 

○ 無償資金協力 1,514 億円 ⇒ 1,531 億円
＋17億円 

（＋1.1％） 

○ ＪＩＣＡ運営費交付金等 1,484 億円 ⇒ 1,500 億円
＋17億円 

（＋1.1％） 

○ 国際機関分担金／拠出金 538億円 ⇒ 576 億円
39億円 

（＋7.2％） 

※ 無償資金協力について、外務省からＪＩＣＡに交付済であるものの未だ執行されていな

い資金（支払前資金）等が引き続き存在していることから、令和７年度と同様、他案件へ

の有効活用を進める。

３ 邦人保護などの外交基盤強化 

外交力の発揮のため、外交実施体制を充実。具体的には、 

・ 在外公館の機能強化、

・ 戦乱地や危険地等における在外公館の警備体制強化、

・ 日本人海外旅行客の安全・安心な海外旅行環境の整備（国際観光旅客税により充当）、

を実施するための予算を措置。 

令和７年度 令和８年度 

○ 在外公館の機能強化 287億円 ⇒ 374 億円
＋87億円 

（＋30.3％） 

○ 在外公館の警備体制強化 101億円 ⇒ 107 億円
＋6億円 

（＋6.2％） 

○ 安全・安心な海外旅行環境整備 ※ ⇒ 175億円 

※ 令和８年度より旅客税充当（観光庁計上）。在外公館の機能強化予算167億円を含む。
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一般会計のＯＤＡ予算総額は、令和７年度より172億円の増。 

また、政府全体のＯＤＡ事業量は、外務省以外の他省庁一般会計予算のほか、出資・拠出国

債を用いた国際機関への資金貢献や、ＪＩＣＡによる円借款等によって構成される。令和７年

度は、ロシア凍結資産を活用したウクライナ支援（円借款4,719 億円）の一時的要因が含まれ

ていたところ、これを除いた令和７年度事業量は約34,319 億円。一方、令和８年度の事業量

見込みは約34,129 億円であり、令和７年度事業量と同水準。 

令和７年度 令和８年度 

○ 一般会計ＯＤＡ予算 5,664 億円 ⇒ 5,835 億円
＋172億円 

（＋3.0％） 

○ ＯＤＡ事業量 34,319 億円 ⇒ 34,129 億円
▲190億円

（▲0.6％）

◆ ＯＤＡ予算総額・事業量
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〇
持

続
可

能
な

国
際

観
光

景
観

モ
デ

ル
事

業
＜

３
億

円
＞

（
３

億
円

）
国

際
的

な
観

光
地

に
ふ

さ
わ

し
い

「
魅

せ
る

沿
道

景
観

」
の

整
備

、
維

持
管

理
体

制
の

構
築

等
を

⽀
援

。
農

⽔
産

業
・

加
⼯

品
〇

沖
縄

農
林

⽔
産

物
条

件
不

利
性

解
消

事
業

＜
19

億
円

＞
（

20
億

円
）

沖
縄

の
地

理
的

不
利

性
か

ら
⽣

じ
る

流
通

コ
ス

ト
の

負
担

を
軽

減
す

る
た

め
の

取
組

を
⽀

援
。

〇
農

林
⽔

産
物

・
⾷

品
の

販
売

⼒
強

化
⽀

援
事

業
＜

１
億

円
＞

（
１

億
円

）
県

内
農

林
⽔

産
業

や
⾷

品
製

造
業

と
観

光
産

業
等

を
繋

ぎ
、

県
産

農
林

⽔
産

物
の

域
内

流
通

の
強

化
等

を
⽀

援
。

IT
関

連
産

業
〇

次
世

代
情

報
通

信
基

盤
実

装
調

査
事

業
＜

１
億

円
＞

【
新

規
】

沖
縄

に
お

け
る

「
オ

ー
ル

光
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
」

技
術

の
導

⼊
効

果
の

検
証

や
調

査
を

実
施

。
〇

沖
縄

域
外

競
争

⼒
強

化
促

進
事

業
＜

８
億

円
＞

（
10

億
円

）
沖

縄
の

も
の

づ
く

り
事

業
者

が
⾏

う
設

備
投

資
、

物
流

事
業

者
が

⾏
う

デ
ジ

タ
ル

化
に

よ
る

物
流

効
率

化
等

を
⽀

援
。

科
学

技
術

・
産

学
連

携
〇

沖
縄

先
端

医
療

技
術

基
盤

形
成

促
進

事
業

＜
６

億
円

＞
【

新
規

】
先

端
医

療
技

術
等

の
シ

ー
ズ

の
掘

り
起

こ
し

や
橋

渡
し

等
に

よ
り

、
研

究
開

発
か

ら
社

会
実

装
ま

で
を

⽀
援

。
〇

沖
縄

型
ク

リ
ー

ン
エ

ネ
ル

ギ
ー

導
⼊

促
進

事
業

＜
９

億
円

＞
（

９
億

円
）

ク
リ

ー
ン

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

導
⼊

や
離

島
の

再
エ

ネ
化

に
関

す
る

実
証

事
業

等
を

⽀
援

。

Ⅱ
.「

強
い

沖
縄

経
済

」
実

現
関

連
予

算

令
和

８
年

度
予

算
案

２
，

６
４

７
億

円
*

*⾃
動

⾞
安

全
特

別
会

計
空

港
整

備
勘

定
計

上
分

を
含

む
。

注
︓

上
記

事
業

は
主

に
関

係
す

る
分

野
に

記
載

。
こ

の
他

、
「

沖
縄

国
際

交
流

体
験

促
進

事
業

」
（

１
億

円
）

、
「

沖
縄

⿊
糖

販
売

⼒
強

化
⽀

援
事

業
」

（
0.

4億
円

）
、

「
沖

縄
県

産
酒

類
製

造
業

者
の

⾃
⽴

的
経

営
基

盤
の

構
築

に
向

け
た

調
査

」
（

１
億

円
）

、
「

沖
縄

型
産

業
中

核
⼈

材
育

成
・

活
⽤

事
業

」
（

２
億

円
）

、
「

沖
縄

型
ス

タ
ー

ト
ア

ッ
プ

拠
点

化
推

進
事

業
」

（
４

億
円

）
、

「
沖

縄
県

内
の

⾦
融

機
関

等
の

ス
タ

ー
ト

ア
ッ

プ
⽀

援
に

係
る

⽬
利

き
⼒

向
上

事
業

」
（

0.
3億

円
）

等
を

実
施

。

✓
「

G
W
2
0
5
0

P
R
O
J
E
C
T
S
」

の
早

期
実

現
に

向
け

た
取

組
の

一
環

と
し

て
、

基
地

跡
地

の
先

行
取

得
等

を
引

き
続

き
強

力
に

推
進

。
✓

「
強

い
沖

縄
経

済
」

の
実

現
に

向
け

て
、

各
般

の
産

業
振

興
施

策
を

推
進

す
る

と
と

も
に

、
物

価
高

騰
に

も
対

応
。

注
︓

主
要

な
事

業
を

記
載

（
括

弧
内

は
令

和
７

年
度

予
算

額
）

。
上

記
の

他
、

戦
後

処
理

に
係

る
経

費
（

29
億

円
）

、
沖

縄
振

興
開

発
⾦

融
公

庫
補

給
⾦

／
同

出
資

⾦
（

11
億

円
）

な
ど

を
計

上
。

〇
沖

縄
離

島
活

性
化

推
進

事
業

＜
33

億
円

＞
（

31
億

円
）

沖
縄

の
離

島
市

町
村

が
実

施
す

る
、

条
件

不
利

性
の

克
服

・
持

続
可

能
性

向
上

の
取

組
等

へ
の

⽀
援

や
、

⼩
規

模
離

島
町

村
を

対
象

と
し

た
⼦

育
て

⽀
援

を
実

施
す

る
と

と
も

に
、

教
育

環
境

向
上

の
取

組
へ

の
⽀

援
を

新
た

に
実

施
。

〇
沖

縄
⼩

規
模

離
島

⽣
活

基
盤

整
備

推
進

事
業

＜
７

億
円

＞
（

７
億

円
）

沖
縄

の
⼩

規
模

離
島

を
結

ぶ
海

底
送

電
ケ

ー
ブ

ル
（

⼀
部

光
フ

ァ
イ

バ
ー

通
信

線
を

含
む

。
）

の
整

備
等

を
⽀

援
。

〇
沖

縄
離

島
住

⺠
交

通
コ

ス
ト

負
担

軽
減

事
業

＜
28

億
円

＞
（

31
億

円
）

離
島

住
⺠

等
の

割
⾼

な
移

動
費

の
負

担
を

軽
減

す
る

た
め

の
取

組
を

⽀
援

。
〇

沖
縄

離
島

無
電

柱
化

緊
急

対
策

事
業

＜
３

億
円

＞
（

３
億

円
）

離
島

に
お

け
る

無
電

柱
化

事
業

を
⾏

う
際

に
、

電
線

管
理

者
を

対
象

と
し

た
事

業
加

速
化

に
向

け
た

⽀
援

を
実

施
。

Ⅶ
．

離
島

の
振

興

〇
北

部
振

興
事

業
(⾮

公
共

)
＜

50
億

円
＞

（
50

億
円

）
県

⼟
の

均
衡

あ
る

発
展

を
図

る
た

め
、

北
部

地
域

の
産

業
振

興
や

定
住

条
件

の
整

備
を

推
進

。
(公

共
は

Ⅳ
の

内
数

)

Ⅵ
．

北
部

の
振

興

〇
沖

縄
こ

ど
も

の
貧

困
緊

急
対

策
事

業
＜

22
億

円
＞

（
21

億
円

）
沖

縄
の

将
来

を
担

う
こ

ど
も

達
の

深
刻

な
貧

困
に

関
す

る
状

況
に

対
応

す
る

た
め

、
⽀

援
員

の
配

置
や

居
場

所
づ

く
り

、
学

習
・

就
労

⽀
援

の
強

化
に

向
け

た
取

組
等

へ
の

⽀
援

を
実

施
。

〇
沖

縄
に

お
け

る
こ

ど
も

の
ウ

ェ
ル

ビ
ー

イ
ン

グ
実

現
に

向
け

た
調

査
研

究
等

事
業

＜
２

億
円

＞
（

２
億

円
）

ウ
ェ

ル
ビ

ー
イ

ン
グ

実
現

を
学

術
的

な
観

点
か

ら
サ

ポ
ー

ト
す

る
た

め
の

政
策

研
究

の
効

果
的

な
推

進
体

制
に

つ
い

て
の

検
討

や
、

「
教

育
」

・
「

医
療

」
・

「
福

祉
」

等
の

関
係

す
る

ア
カ

デ
ミ

ア
に

よ
る

分
野

横
断

的
な

研
究

を
⽀

援
。

Ⅲ
．

こ
ど

も
の

貧
困

対
策

、
ウ

ェ
ル

ビ
ー

イ
ン

グ
実

現
に

向
け

た
取

組

（
令

和
７

年
度

予
算

２
，

６
４

２
億

円
*）

〇
沖

縄
科

学
技

術
⼤

学
院

⼤
学

学
園

関
連

経
費

＜
20

0億
円

＞
（

20
1億

円
）

研
究

⼒
強

化
の

た
め

の
取

組
、

更
な

る
産

学
連

携
や

ス
タ

ー
ト

ア
ッ

プ
創

出
に

向
け

た
施

設
設

備
の

整
備

等
を

⽀
援

。

Ⅷ
．

沖
縄

科
学

技
術

⼤
学

院
⼤

学
（

O
IS

T）

内
閣

府
作

成
資

料
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令
和

８
年

度
国

家
サ

イ
バ

ー
統

括
室

予
算

の
ポ

イ
ン

ト
○

昨
今
の
サ
イ
バ
ー
空
間
を
巡
る
深
刻
な
脅
威
に
対
応
す
る
た
め
、
「
国
家
安
全
保
障
戦
略
」
や
「
サ
イ
バ
ー
対
処
能

力
強
化
法
」
等
を
踏
ま
え
、
政

府
機

関
等

に
お

け
る

サ
イ

バ
ー

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

対
策

を
強

化
す

る
と

と
も

に
、
サ

イ
バ

ー
脅

威
に

対
す

る
的

確
な

対
応

の
た

め
の

体
制

整
備

の
推

進
等

に
取

り
組

む
。

○
令

和
８

年
度

当
初

予
算

と
し

て
１

３
０

．
２

億
円

（
７
年
度
当
初
１
１
４
．
７
億
円
（
＋
１
５
．
５
億
円
）
）
を

計
上

。

○
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
の
実
効
性
や
不
審
な
通
信
等
に
対
す
る
監
視
機
能
等
の
強
化
等
を
図
る
こ
と
に
よ
り
、
政
府
機

関
等
の
情
報
シ
ス
テ
ム
の
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
強
化
を
行
う
。


政
府
機
関
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
横
断
監
視
・
即
応
調
整
チ
ー
ム
（
Ｇ
Ｓ
Ｏ
Ｃ
）
の
運
用
・
構
築
等
：
４
５
．
８
億
円


政
府
機
関
等
へ
の
監
査
関
連
事
業
：
１
２
．
９
億
円


政
府
機
関
等
に
対
す
る
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
実
践
的
検
証
の
実
施
（
脅
威
ハ
ン
テ
ィ
ン
グ
）
：
５
．
２
億
円

等

政
府

機
関

等
に

お
け

る
サ

イ
バ

ー
セ

キ
ュリ

テ
ィ対

策
強

化
︓

７
５

．
０

億
円

（
７

２
．

０
億

円
）

○
サ
イ
バ
ー
対
処
能
力
強
化
法
等
に
基
づ
き
、
官
民
連
携
の
強
化
を
は
じ
め
と
す
る
「
能
動
的
サ
イ
バ
ー
防
御
」
に
向
け
た
体
制

整
備
等
を
行
う
と
と
も
に
、
重
要
イ
ン
フ
ラ
事
業
者
や
民
間
事
業
者
等
の
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
に
関
す
る
リ
ス
ク
低
減
と
レ

ジ
リ
エ
ン
ス
の
強
化
を
図
る
。


基
幹
イ
ン
フ
ラ
事
業
者
等
か
ら
受
領
す
る
資
産
届
出
情
報
・
イ
ン
シ
デ
ン
ト
報
告
等
の
整
理
・
分
析
及
び
情
報
提
供
等
：
１
４
．
３
億
円


重
要
イ
ン
フ
ラ
を
は
じ
め
と
し
た
官
民
連
携
事
業
：
３
．
０
億
円

等

サ
イ

バ
ー

対
処

能
⼒

強
化

法
等

を
踏

ま
え

た
サ

イ
バ

ー
セ

キ
ュリ

テ
ィ対

策
強

化
︓

３
６

．
６

億
円

（
２

１
．

５
億

円
）

○
国
際
連
携
・
協
力
の
取
組
を
強
化
す
る
と
と
も
に
、
国
民
の
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
意
識
向
上
等
を
図
る
た
め
の
普
及
啓
発
等
を
行
う
。


海
外
の
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
関
係
機
関
等
と
の
協
調
・
連
携
等
：
５
．
２
億
円


サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
に
係
る
緊
急
情
報
発
信
・
意
識
啓
発
の
方
策
の
強
化
：
１
．
７
億
円

等

政
府

⼀
体

とな
った

対
策

や
国

際
連

携
等

の
強

化
︓

１
６

．
１

億
円

（
１

３
．

９
億

円
）

【
デ
ジ
タ
ル
庁
一
括
計
上
】
２
．
４
億
円
（
７
．
４
億
円
）

関
係
府
省
庁
、
民
間
団
体
等
と
の
情
報
共
有
シ
ス
テ
ム
の
運
用
経
費
等

【
内
閣
官
房
計
上
】
１
２
７
．
７
億
円
（
１
０
７
．
４
億
円
）

※
括

弧
書

き
は

令
和

７
年
度

当
初

予
算

内
閣
官
房
作
成
資
料
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○
「
重
要
電
子
計
算
機
に
対
す
る
不
正
な
行
為
に
よ
る
被
害
の
防
止
に
関
す
る

法
律
」
(
令
和
７
年
法
律
第
4
2
号
)
に
よ
り
、
内
閣
府
の
外
局
と
し
て
設
置
さ

れ
る
、
い
わ
ゆ
る
「
三
条
委
員
会
」
（
独
立
し
た
行
政
組
織
）
。

○
同
法
に
基
づ
き
、
政
府
に
対
し


被
害
防
止
の
た
め
に
政
府
が
通
信
情
報
を
取
得
し
よ
う
と
す
る
際
の
承
認


通
信
情
報
の
取
得
・
分
析
・
保
管
に
関
す
る
随
時
の
検
査


違
反
時
の
通
知
、
職
員
の
懲
戒
処
分
の
要
求
、
違
反
防
止
の
た
め
の
勧
告


ア
ク
セ
ス
・
無
害
化
措
置
の
実
施
に
か
か
る
承
認
（
承
認
の
い
と
ま
な
く

実
施
さ
れ
た
際
の
確
認
及
び
勧
告
）

を
独
立
し
て
行
う
権
限
を
有
す
る
。

内
閣

府
所

管
サ

イ
バ

ー
通

信
情

報
監

理
委

員
会

８
年

度
決

定
額

１
４

．
１

億
円

（
新

規
）

サ
イ

バ
ー

通
信

情
報

監
理

委
員

会
の

概
要

組
織

図

事
務

局

内
閣
府

サ
イ

バ
ー

通
信

情
報

監
理

委
員

会

（
外

局
）

委
員

（
常

勤
）

委
員

(非
常

勤
)

委
員

(非
常

勤
)

委
員

長

委
員

（
常

勤
）

内
閣
府
作
成
資
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○
準
天
頂
衛
星
シ
ス
テ
ム
７
機
体
制
(
１
～
７
号
機
)
の
確
立
及
び

着
実
な
運
用

〇
２
号
機
・
３
号
機
・
４
号
機
の
後
継
機
及
び
８
号
機
の
開
発
を

含
む
1
1
機
体
制
に
向
け
た
開
発
等

○
正
確
な
位
置
・
時
刻
情
報
を
提
供
す
る
衛
星
測
位
サ
ー
ビ
ス
、
高

精
度
な
測
位
等
を
可
能
と
す
る
測
位
補
強
サ
ー
ビ
ス
、
災
害
情
報

等
を
配
信
す
る
メ
ッ
セ
ー
ジ
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
準
天
頂
衛
星

シ
ス
テ
ム
「
み
ち
び
き
」
の
開
発
・
整
備
・
運
用
を
行
う
。

○
2
0
1
8
年

1
1
月

よ
り

４
機

体
制
で

サ
ー
ビ
ス

を
開
始
。

ま
た
、
2
0
2
5

年
７
月
か
ら
み
ち
び
き
６
号
機
に
よ
る
サ
ー
ビ
ス
も
開
始
。
準
天

頂
衛
星
シ
ス
テ
ム
は
、
数
c
m
級
も
含
め
た
他
国
の
衛
星
測
位
シ
ス

テ
ム
よ
り
優
れ
た
高
精
度
な
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
。

○
今
後
、
７
機
体
制
を
確
立
す
る
こ
と
で
、
日
本
上
空
に
必
ず
測
位

衛
星
４
機
が
存
在
し
、
G
P
S
な
ど
の
他
国
の
衛
星
測
位
シ
ス
テ
ム

が
な
く
て
も
「
み
ち
び
き
」
の
み
で
測
位
が
可
能
と
な
る
。

○
「
経
済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
2
0
2
5
」
（
令
和
７
年
６
月

1
3
日
閣
議
決
定
）
、
「
新
し
い
資
本
主
義
の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン

及
び
実
行
計
画
2
0
2
5
年
改
訂
版
」
（
同
）
に
お
い
て
、
７
機
体
制

を
構
築
し
、
1
1
機
体
制
に
向
け
た
開
発
を
進
め
る
こ
と
と
さ
れ
て

い
る

。

実
用

準
天

頂
衛

星
シ

ス
テ

ム
の

開
発

・
整

備
・

運
用

（
内

閣
府

宇
宙

開
発

戦
略

推
進

事
務

局
）

８
年

度
概

算
決

定
額

１
６

９
．

１
億

円
（

７
年

度
予

算
額

１
６

９
．

１
億

円
）

事
業

概
要

・
目

的
事

業
イ

メ
ー

ジ
・

具
体

例

資
金

の
流

れ

○
産
業
の
国
際
競
争
力
強
化

○
産
業
・
生
活
・
行
政
の
高
度
化
・
効
率
化

○
ア
ジ
ア
太
平
洋
地
域
へ
の
貢
献
と
我
が
国
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
向
上

○
日
米
協
力
の
強
化

○
災
害
対
応
能
力
の
向
上
等
広
義
の
安
全
保
障

期
待

さ
れ

る
効

果

地
上
設
備
の
開
発
・
整
備
・
運
用

国
際
/国

内
周

波
数

調
整

他
国

の
衛

星

準
天

頂
衛

星
の

地
球

局
他

国
の

地
球

局

干 渉

準
天

頂
衛

星

準
天
頂
衛
星
シ
ス
テ
ム
利
用
者

H
３
ロ
ケ
ッ
ト
に
よ
る
打
上
げ

ほ
ぼ

真
上

（
準

天
頂

）
か

ら
の

信
号
に
よ
る
精
度
向
上
（
衛
星
数
増
）

国
委
託
費
、
PF
I費

用
民
間
事
業
者
等

内
閣
府
作
成
資
料
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国

業
務
請
負

民
間
事
業
者
等

○
海
洋
開
発
の
強
力
な
推
進
の
た
め
、
令
和
８
年
度
当
初
予
算
で
は
、

(
1
)
海
洋
状
況
把
握
（
M
D
A
）
及
び
情
報
の
利
活
用
の
推
進

衛
星
デ
ー
タ
、
Ａ
Ｉ
等
を
活
用
し
た
シ
ス
テ
ム
の
高
度
化
等
を
実
施
。

(
2
)
管
轄
海
域
保
全
の
た
め
の
国
境
離
島
の
状
況
把
握

海
洋
の
開
発
・
利
用
の
前
提
と
な
る
管
轄
海
域
の
保
全
の
た
め
、
レ
ー

ザ
測
量
に
よ
る
詳
細
な
地
形
デ
ー
タ
を
取
得
す
る
な
ど
、
国
境
離
島
の
状

況
調
査
を
実
施
。

(
3
)
北
極
政
策
に
お
け
る
国
際
連
携
の
推
進
等

北
極
域
研
究
船
の
活
用
の
促
進
等
を
図
る
た
め
の
取
組
を
実
施
。

(
4
)
海
洋
分
野
に
お
け
る
新
技
術
の
社
会
実
装
等
の
加
速
化
方
策
の
検
討

海
洋
を
取
り
巻
く
社
会
課
題
の
解
決
に
繋
が
る
新
技
術
の
社
会
実
装
等

を
進
め
る
た
め
、
ニ
ー
ズ
・
シ
ー
ズ
や
支
援
方
策
等
を
調
査
・
検
討
。

(
5
)
自
律
型
無
人
探
査
機
（
A
U
V
）
の
開
発
・
利
用
の
推
進

(
6
)
洋
上
風
力
発
電
の
排
他
的
経
済
水
域
（
E
E
Z
）
展
開
に
向
け
た
制
度
整

備
の
推
進

(
7
)
特
定
離
島
で
あ
る
南
鳥
島
と
そ
の
周
辺
海
域
の
開
発
の
推
進

に
取
り
組
み
、
海
洋
開
発
等
重
点
戦
略
を
実
行
し
て
い
き
ま
す
。

○
昨
今
、
我
が
国
周
辺
海
域
の
情
勢
を
踏
ま
え
た
安
全
保
障
・

経
済
安
全
保
障
の
重
要
性
や
、
脱
炭
素
社
会
の
実
現
・
人
口

減
少
へ
の
対
応
の
必
要
性
が
急
速
に
高
ま
っ
て
お
り
、
こ
う
し

た
課
題
に
取
り
組
み
、
そ
の
取
組
を
我
が
国
の
力
強
い
成
長
に

つ
な
げ
て
い
く
こ
と
が
急
務
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
う
し
た
状
況
に

対
応
す
る
た
め
、
令
和
６
年
４
月
、
総
合
海
洋
政
策
本
部
に

お
い
て
「
海
洋
開
発
等
重
点
戦
略
」
が
決
定
さ
れ
ま
し
た
。

○
こ
の
「
海
洋
開
発
等
重
点
戦
略
」
に
基
づ
き
、
我
が
国
の

海
洋
開
発
・
利
用
を
強
力
に
推
進
し
、

①
我
が
国
の
安
全
保
障
・
経
済
安
全
保
障
の
強
化

②
経
済
成
長
へ
の
貢
献

③
社
会
的
課
題
の
解
決

を
通
じ
て
、
「
総
合
的
な
海
洋
の
安
全
保
障
」
及
び
「
持
続

可
能
な
海
洋
の
構
築
」
に
よ
る
海
洋
立
国
の
実
現
を
目
指
し

ま
す
。

海
洋

開
発

等
重

点
戦

略
に

基
づ

く
海

洋
政

策
の

推
進

（
内

閣
府

総
合

海
洋

政
策

推
進

事
務

局
）

令
和

８
年

度
概

算
決

定
額

６
.３

億
円

（
令

和
７

年
度

当
初

予
算

額
４

.３
億

円
）

事
業

概
要

・
目

的
事

業
イ

メ
ー

ジ
・

具
体

例

主
な

資
金

の
流

れ

○
海
洋
の
安
全
保
障
、
海
洋
の
産
業
利
用
の
促
進
な
ど
、
我
が
国
の

国
益
に
資
す
る
課
題
に
つ
い
て
、
各
省
を
横
断
し
て
総
合
的
・
戦
略

的
に
推
進
し
、
海
洋
立
国
の
実
現
に
つ
な
げ
ま
す
。

期
待

さ
れ

る
効

果

内
閣
府
作
成
資
料
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特
定
有
人
国
境
離
島
地
域
に
お
い
て
、

・
人
口
減
が
抑
制
（
社
会
減
が
法
施
行
前
の
水
準
と
比
較
し
て
改
善
）

・
新
規
雇
用
者
数
が
増
加
（
令
和
６
年
度
末
ま
で
に
2
,
5
5
8
人
の
雇
用
を
創
出
）

・
観
光
客
等
交
流
人
口
は
コ
ロ
ナ
禍
を
経
て
、
各
地
域
の
観
光
関
連
指
標
が
回

復
基

調

特
定

有
人

国
境

離
島

地
域

社
会

維
持

推
進

交
付

金
（

内
閣

府
総

合
海

洋
政

策
推

進
事

務
局

）

令
和

８
年

度
概

算
決

定
額

５
５

.０
億

円
（

令
和

７
年

度
当

初
予

算
額

5
0
.0

億
円

）

事
業

イ
メ

ー
ジ

・
具

体
例

資
金

の
流

れ
期

待
さ

れ
る

効
果

国
特
定
有
人
国
境
離
島
地
域

関
係
地
方
公
共
団
体

交
付

率
6
/
1
0
等

民
間
事
業
者
等

交
付

金

○
特
定
有
人
国
境
離
島
地
域
の
地
域
社
会
の
維
持
を
推
進
す
る
た

め
、
特
定
有
人
国
境
離
島
地
域
を
有
す
る
８
都
道
県
や
関
係
市

町
村
等
が
実
施
す
る
運
賃
低
廉
化
、
物
資
の
費
用
負
担
の
軽
減
、

雇
用
機
会
の
拡
充
等
に
必
要
な
経
費
の
一
部
を
補
助
し
ま
す
。

事
業

概
要

・
目

的

国
土

交
通

省
国

土
地

理
院

の
地

図
を
基

に
総

合
海

洋
政

策
推

進
事

務
局

が
作

成特
定
有
人
国
境
離
島
地
域

1
5
地
域
・
7
1島

（
８
都
道
県
・
2
9
市
町
村
）

人
口

2
4
4,
9
9
8
人

（
令
和
2年

国
勢
調
査
）

※
特
定
有
人
国
境
離
島
地
域
を

有
す
る
８
都
道
県

北
海
道
、
東
京
都
、
新
潟
県
、

石
川
県
、
島
根
県
、
山
口
県
、

長
崎
県
、
鹿
児
島
県

②
物

資
の
費
用
負
担
の
軽
減

・
民
間
事
業
者
等
に
よ
る
創
業
・
事
業
拡
大
の
た
め
の
設
備
投
資
、

運
転
資
金
を
支
援

・
本
土
の
人
材
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
等
を
目
的
と
し
た
ツ
ア
ー
に
係
る
経
費
を
支
援

③
雇

用
機
会
の
拡
充

・
「

も
う

一
泊

」
し

て
も

ら
う

た
め

の
旅

行
商

品
等

の
造

成
、

宣
伝

、
販
売
促
進
等
に
係
る
経
費
を
支
援

④
滞

在
型
観
光
の
促
進

・
離
島
住
民
向
け
の
航
路
・
航
空
路
運
賃
の
低
廉
化

・
農
水
産
物
（
生
鮮
品
）
全
般
の
移
出

、
原
材
料
等
（
飼
料
等
）
の
移
入

①
運

賃
低
廉
化

→
島
外
か
ら
の
移
住
者
の
拡
大
に
向
け
新
規
に
雇
用
す
る
従
業
員
の
移
住
に

係
る
経
費
を
支
援
対
象
に
追
加
。

→
燃
料
高
騰
等
に
伴
う
運
賃
値
上
げ
へ
の
対
応

→
燃
料
高
騰
等
に
伴
う
輸
送
費
単
価
上
昇
へ
の
対
応

内
閣
府
作
成
資
料
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9

令
和

８
年

度
政

府
予

算
案

情
報

シ
ス

テ
ム

関
係

予
算

の
主

な
内

訳

デ
ジ
タ
ル
庁
シ
ス
テ
ム
等

デ
ジ
タ
ル
庁
・
各
府
省

共
同
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
型

各
府
省
シ
ス
テ
ム

デ
ジ
タ
ル
庁
が
整
備
・
運
⽤

•
各
府
省
共
通
で
利
⽤
す
る
シ
ス
テ
ム

•
各
府
省
の
シ
ス
テ
ム
整
備
上
、
基
盤
と
な
る
シ

ス
テ
ム

•
他
の
シ
ス
テ
ム
と
の
連
携
に
よ
り
セ
キ
ュ
リ

テ
ィ
⾯
や
業
務
効
率
性
に
効
果
が
あ
る
シ
ス
テ

ム
•
緊
急
性
が
⾼
く
、
政
策
的
に
重
要
な
シ
ス
テ
ム 等

デ
ジ
タ
ル
庁
と
各
府
省
が
共
同
で
整
備
・
運
⽤

•
デ
ジ
タ
ル
庁
の
技
術
的
知
⾒
等
を
⽣
か
し
た
整
備

を
要
す
る
シ
ス
テ
ム

•
各
府
省
の
固
有
事
務
と
密
接
不
可
分
に
運
⽤
し
て

い
る
シ
ス
テ
ム

•
⼀
定
規
模
が
あ
る
シ
ス
テ
ム

等
デ
ジ
タ
ル
庁
は
、
各
府
省
と
連
携
し
、
ク
ラ
ウ
ド
化
、

UI
/U
X改

善
、
各
府
省
LA
Nの

統
合
等
の
検
討
を
進
め
、

⼤
規
模
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て
は
、
業
務
改
⾰
・
刷
新
に

向
け
た
中
⻑
期
的
な
取
組
を
推
進
。

各
府
省
が
整
備
・
運
⽤

•
左
記
以
外
の
シ
ス
テ
ム

重
要
な
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
つ
い
て
は
、
デ
ジ
タ

ル
庁
が
⺠
間
⼈
材
を
派
遣
す
る
こ
と
で
各
府
省

を
⽀
援
。

１
，
３
０
２
億
円

ガ
バ
メ
ン
ト
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
サ
ー
ビ
ス

（
GS
S）

ガ
バ
メ
ン
ト
ク
ラ
ウ
ド

マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル

ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
⽤
電
⼦
証
明
書
発
⾏
シ
ス
テ
ム

情
報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

公
共
サ
ー
ビ
ス
メ
ッ
シ
ュ

２
，
２
３
０
億
円

国
税
総
合
管
理
シ
ス
テ
ム
（
KS
K）

財
務
省

登
記
情
報
シ
ス
テ
ム

法
務
省

防
衛
省
Ｏ
Ａ
シ
ス
テ
ム
基
盤

防
衛
省

出
⼊
国
管
理
シ
ス
テ
ム

法
務
省

国
税
庁
Ｌ
Ａ
Ｎ
シ
ス
テ
ム

財
務
省

国
税
電
⼦
申
告
・
納
税
シ
ス
テ
ム

（
e-
Ta
x）

財
務
省

１
，
４
５
９
億
円

共
通
基
盤
シ
ス
テ
ム

警
察
庁

⼾
籍
情
報
連
携
シ
ス
テ
ム

法
務
省

輸
出
⼊
・
港
湾
関
連
情
報
処
理
シ
ス
テ

ム
（
Ｎ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｓ
）

財
務
省

農
林
⽔
産
省
共
通
申
請
サ
ー
ビ
ス

農
⽔
省

防
衛
医
科
⼤
学
校
情
報
処
理
シ
ス
テ
ム

防
衛
省

防
衛
装
備
品
等
調
達
シ
ス
テ
ム

防
衛
省

デ
ジ

タル
庁

⾃
⾝

が
予

算
執

⾏
デ

ジ
タル

庁
か

ら各
府

省
に

移
し替

え
て

予
算

執
⾏

(注
）
今
後
の
整
理
に
よ
っ
て
計
数
等
に
変
更
が
⽣
じ
る
こ
と
が
あ
る
。

デ
ジ
タ
ル

庁
作

成
資

料
を
基
に
財
務
省
作
成
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○
復
興
の
進
展
に
伴
い
、
災
害
公
営
住
宅
等
移
転
後
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

形
成
、
被
災
者
の
心
の
ケ
ア
、
避
難
指
示
解
除
区
域
に
お
け
る
生
活

再
建
な
ど
、
被
災
者
を
と
り
ま
く
課
題
は
多
様
化
。

○
被
災
者
の
生
活
再
建
の
ス
テ
ー
ジ
に
応
じ
た
、
切
れ
目
な
い
支
援

の
実
現
を
図
る
。

Ⅰ
．
各
地
域
の
被
災
者
支
援
の
重
要
課
題
へ
の
対
応
支
援

１
．
被
災
者
支
援
総
合
事
業

①
住
宅
・
生
活
再
建
支
援

②
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
形
成
支
援

③
「
心
の
復
興
」

④
被
災
者
生
活
支
援

⑤
被
災
者
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト

⑥
県
外
避
難
者
支
援

復
興
庁

Ⅱ
．
被
災
者
の
日
常
的
な
見
守
り
・
相
談
支
援

２
．
被
災
者
見
守
り
・
相
談
支
援
事
業

厚
労
省

Ⅲ
．
仮
設
住
宅
で
の
総
合
相
談
・
介
護
等
の
サ
ポ
ー
ト
拠
点
の
運
営

３
．
仮
設
住
宅
サ
ポ
ー
ト
拠
点
運
営
事
業

厚
労
省

Ⅳ
．
被
災
者
の
心
の
ケ
ア
支
援

４
．
被
災
者
の
心
の
ケ
ア
支
援
事
業

厚
労
省

Ⅴ
．
子
ど
も
に
対
す
る
支
援

５
．
被
災
し
た
子
ど
も
の
健
康
・
生
活
対
策
等
総
合
支
援
事
業

こ
ど
も
庁

６
．
福
島
県
の
子
供
た
ち
を
対
象
と
す
る
自
然
体
験
・
交
流
活
動
支
援
事
業

文
科
省

７
．
子
供
へ
の
学
習
支
援
に
よ
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
復
興
支
援
事
業

被
災

者
支

援
総

合
交

付
金

令
和

８
年

度
概

算
決

定
額

５
５

億
円

【
復

興
】

（
令

和
７

年
度

予
算

額
７

７
億

円
）

事
業

概
要

事
業

メ
ニ

ュ
ー

○
交
付
金
に
よ
り
自
治
体
等
の
取
組
を
支
援
す
る
こ
と
に
よ
り
、
各
地
域
の
実
情
に

応
じ
た
、
効
果
的
・
効
率
的
な
、
被
災
者
支
援
の
展
開
が
期
待
さ
れ
る
。

資
金

の
流

れ
期

待
さ

れ
る

効
果

予
算

の
移

替
え

交
付

金
の

交
付

復
興
庁

県
・

市
町
村

等
各
省
庁

交
付

金
の

交
付

予
算

の
配

分

10

被
災
者
へ

の
支

援
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

支
援

事
業

被
災

者
見

守
り
・
相

談
支

援
事

業

心
の

ケ
ア
・

「
心

の
復

興
」

事
業

複
数

の
メ
ニ
ュ
ー

が
相
互
に
関
連

復
興
庁
作
成
資
料
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〇
対

象
区

域
避

難
指

示
を
受

け
た
１
２
市

町
村

等
（
各

事
業

に
応
じ
て
対
象

地
域

を
設

定
）

交
付
⾦
の
対
象

○
福

島
の

復
興

・
再

生
に
向

け
た
課

題
を

第
３
期

復
興

・
創

生
期

間
で
何

と
し
て
も
解

決
し
て
い
く
と
い
う
強

い
決

意
の

下
、
本

格
的

な
復

興
・
再

生
に

向
け
た
取
組
を
支
援

。

（
参
考
）
「
第
２
期
復
興
・
創
生
期
間
」
以
降
に
お
け
る
東
日
本
大
震
災
か
ら

の
復
興
の
基
本
方
針
（
令
和
７
年
６
月
2
0
日
）
（
抄
）

そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
の
実
情
や
特
殊
性
を
踏
ま
え
な
が
ら
、
特
定
復
興
再
生
拠

点
区
域
を
含
め
避
難
指
示
が
解
除
さ
れ
た
地
域
に
お
け
る
生
活
環
境
の
整
備
、

長
期
避
難
者
へ
の
支
援
、
特
定
帰
還
居
住
区
域
を
始
め
と
す
る
帰
還
困
難
区
域

の
避
難
指
示
解
除
に
向
け
た
取
組
、
帰
還
促
進
と
新
た
な
住
民

の
移
住
・
定
住

の
促
進
、
交
流
人
口
・
関
係
人
口
の
拡
大
、
福
島
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
コ

ー
ス
ト
構

想
の
推
進
、
事
業
者
・
農
林
漁
業
者
の
再
建
、
風
評
の
払
拭
に
向
け
た
取
組
等

を
行
う
。

福
島

再
生

加
速

化
交

付
金

令
和

８
年

度
概

算
決

定
額

５
９

１
億

円
【

復
興

】
（

令
和

７
年

度
当

初
予

算
額

５
９

９
億

円
）

事
業

概
要

・
目

的
事

業
イ

メ
ー

ジ
・

具
体

例

○
長

期
避
難
者
の
生
活
拠
点
整
備
、
避
難
住
民
の
帰
還
の
た
め
の
生

活
拠
点
整
備
等
に
加
え
、
移
住
・
定
住
の
促
進
、
交
流
人
口
・
関
係

人
口
の
拡
大
等
に
資
す
る
施
策
を
一
括
し
て
支
援
す
る
こ
と
に
よ
り

、
被
災
地
域
の
復
興
・
再
生
を
加
速
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

期
待

さ
れ

る
効

果

資
金

の
流

れ

主
な

事
業

内
容

交
付

金
の

対
象

○
被
災
１
２
市
町
村
等
へ
の
早
期
帰
還
・
移
住
等
の
促
進
、
地
域
の
再
生
加
速
化

・
生
活
拠
点
等
の
整
備
（
災
害
公
営
住
宅
、
市
街
地
の
整
備
等
）

・
放
射
線
へ
の
健
康
不
安
・
健
康
管
理
対
策
等
（
個
人
線
量
の
管
理
等
）

・
営
農
・
商
工
業
再
開
に
向
け
た
環
境
整
備
（
農
地
・
農
業
用
施
設
、
産
業
団
地

の
整
備
等
）

・
新
た
な
住
民
の
移
住
等
の
促
進
に
資
す
る
施
策

帰
還

・
移

住
等

環
境

整
備

○
長
期
避
難
者
向
け
の
公
営
住
宅
整
備
と
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
支
援

・
長
期
避
難
者
の
生
活
拠
点
の
形
成
及
び
関
連
基
盤
整
備
等
（
復
興
公
営
住
宅
の

家
賃
低
廉
化
等
）

・
復
興
公
営
住
宅
で
の
生
活
支
援
（
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
交
流
員
の
配
置
等
）

長
期

避
難

者
生

活
拠

点
形

成

○
子
育
て
世
帯
が
早
期
に
帰
還
し
安
心
し
て
定
住
で
き
る
環
境
整
備
等

・
子
ど
も
の
運
動
機
会
確
保
（
遊
具
の
更
新
、
地
域
の
運
動
施
設
の
整
備
等
）

・
基
幹
事
業
と
一
体
と
な
っ
て
効
果
を
増
大
す
る
ソ
フ
ト
施
策
（
プ
レ
イ
リ
ー

ダ
ー
の
養
成
等
）

○
市
町
村
等
の
創
意
工
夫
に
よ
る
風
評
払
拭
に
向
け
た
取
組
を
支
援

福
島

定
住

等
緊

急
支

援

○
既
存
ス
ト
ッ
ク
（
空
き
地
・
空
き
家
等
）
を
活
用
し
た
ま
ち
づ
く
り
支
援

・
既
存
ス
ト
ッ
ク
の
有
効
活
用
に
よ
る
公
的
施
設
等
の
整
備

・
復
興
拠
点
６
町
村
に
お
け
る
既
存
ス
ト
ッ
ク
活
用
策
を
検
討
・
協
議
す
る
た
め

の
官
民
連
携
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
構
築
、
社
会
実
験
の
実
施

既
存

ス
ト

ッ
ク

活
用

ま
ち

づ
く

り
支

援

○
福
島
浜
通
り
地
域
等
に
お
け
る
産
業
発
展
に
向
け
た
環
境
整
備

・
福
島
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
コ
ー
ス
ト
構
想
の
推
進
に
係
る
交
流
・
関
係
人
口
拡

大
、
取
組
の
周
知

・
新
規
の
起
業
、
創
業
に
向
け
た
ハ
ン
ズ
オ
ン
支
援
体
制
の
構
築
に
向
け
た
支
援

浜
通

り
地

域
等

産
業

発
展

環
境

整
備

事
業

復 興 庁
県
・
1
2
市
町
村
等

交
付

各 府 省 庁

交
付

移
替

え

復
興
庁
作
成
資
料
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民
間

事
業

者

○
目

的 国
内

外
に
お
い
て
未

だ
に
根

強
く
残

る
風

評
・
不

安
等

の
払

拭
、
A
L
P
S
処

理
水

に
対

す
る
理

解
醸

成
、
諸

外
国

・
地

域
に
お
け
る
日

本
産

品
に
対

す
る
輸

入
規

制
撤

廃
等

に
対

処
す
る
た
め
、
国

内
外

に
対

し
て
効

果
的

な
情

報
発

信
を
強

化
す
る
。

ま
た
、
福

島
県

内
の

自
治

体
が

自
ら
の

創
意

工
夫

に
よ
っ
て
行

う
地

域
の

魅
力

等
の

情
報

発
信

の
取

組
を
支

援
す
る
こ
と
に
よ
り
、
福

島
県

の
原

子
力

災
害

に
起

因
す
る
風

評
の

払
拭

を
図

り
、
復

興
・
再

生
を
加

速
化

さ
せ

る
。

○
事

業
概

要
テ
レ
ビ
・
ラ
ジ
オ
・
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
・
S
N
S
な
ど
様

々
な
媒

体
を
活

用
し
、
福

島
の

復
興

の
現

状
を
は

じ
め

放
射

線
及

び
除

去
土

壌
の

復
興

再
生

利
用

に
関

す
る
内

容
や

、
A
L
P
S
処

理
水

の
安

全
性

、
地

域
の

魅
力

な
ど
を
国

内
外

に
向

け
て
情

報
発

信
す
る
。

ま
た
、
地

方
公

共
団

体
が

自
ら
の

創
意

工
夫

に
よ
っ
て
行

う
復

興
・
創

生
に

向
け
た
取

組
や

食
品

の
安

全
性

等
の

情
報

と
地

域
の

魅
力

に
関

す
る
情

報
を

併
せ

て
発

信
す
る
取

組
を
支

援
す
る
こ
と
に
よ
り
、
主

に
福

島
県

外
に
対

し
て
、

福
島

県
の

復
興

の
現

状
や

安
全

性
、
地

域
の

魅
力

を
継

続
的

に
発

信
す
る
環

境
整

備
を
支

援
し
、
地

域
が

主
体

的
に
情

報
発

信
で
き
る
体

制
を
整

え
る
。

復
興

情
報

提
供

・
地

域
情

報
発

信
（

風
評

払
拭

・
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
強

化
）

（
復

興
庁

風
評

リ
ス

コ
ミ

・
広

報
班

）

令
和

８
年

度
概

算
決

定
額

2
2
億

円
（

令
和

７
年

度
当

初
予

算
額

２
０

億
円

）

目
的

・
事

業
概

要
事

業
イ

メ
ー

ジ
・

具
体

例

資
金

の
流

れ

（
１
）
風
評
払
拭
・
リ
ス
ク
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
強
化
事
業

国
内

外
に
お
い
て
、
放

射
線

に
対

す
る
知

識
や

福
島

の
復

興
状

況
、
A
L
P
S
処

理
水

及
び
除

去
土

壌
の

復
興

再
生

利
用

に
関

す
る
理

解
が

促
進

さ
れ

る
こ
と
が

期
待

さ
れ

る
。

（
２
）
地
域
情
報
発
信
交
付
金

地
域

の
魅

力
等

の
情

報
発

信
を
持

続
的

に
実

施
で
き
る
体

制
づ
く
り
及

び
福

島
県

産
品

等
へ

の
風

評
払

拭
を
促

進
す
る
こ
と
に
よ
り
、
福

島
の

復
興

・
再

生
を
加

速
す
る
こ
と

が
期

待
さ
れ

る
。

期
待

さ
れ

る
効

果

復 興 庁復 興 庁

業
務

発
注

(請
負

)

地
域
の
魅
力
を
発
信
す
る
イ
ベ
ン
ト
の
開
催

水
産
物
等
の
安
全
性
を
発
信
す
る
情
報

発
信
コ
ン
テ
ン
ツ
（
動
画
等
）
の
作
成

復
興
の
現
状
や
放
射
線
の
基
礎
知
識
、
福

島
県
産
農
林
水
産
物
等
の
 魅

力
を
伝
え
る

た
め
の
様
々
な
コ
ン
テ
ン
ツ
を
公
開

（
１
）
風
評
払
拭
・
リ
ス
ク
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
強
化
事
業

（
２
）
地
域
情
報
発
信
交
付
金

（
１
）
風
評
払
拭
・
リ
ス
ク
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
強
化
事
業

（
２
）
地
域
情
報
発
信
交
付
金

海
外
向
け
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
「
F
u
k
u
s
h
i
m
a
 

U
p
d
a
t
e
s
」
に
お
い
て
、
福
島
に
関
す
る
複

数
の
疑
問
に
F
AQ
方
式
で
回
答

各
市
町
村

交
付

金

県 県

交
付

金

復
興
庁
作
成
資
料
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福
島

国
際

研
究

教
育

機
構

関
連

事
業

（
復

興
庁

、
文

部
科

学
省

、
厚

生
労

働
省

、
農

林
水

産
省

、
経

済
産

業
省

及
び

環
境

省
）

令
和

８
年

度
概

算
決

定
額

２
０

０
億

円
【

復
興

】
（

令
和

７
年

度
当

初
予

算
額

１
６

５
億

円
）

東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
会
計

１
８
６
億
円

一
般
会
計

１
３
億
円

事
業

イ
メ

ー
ジ

・
具

体
例

（
１
）
法
人
運
営
等

２
６
億
円
＜
２
２
億
円
＞

・
機
構
の
運
営
管
理

・
研
究
開
発
等
の
支
援
体
制
の
整
備

・
研
究
開
発
シ
ー
ズ
の
実
現
可
能
性
を
調
査
す
る
F
S調

査
の
実
施

・
新
産
業
創
出
等
研
究
開
発
協
議
会
等
の
開
催
に
よ
る
司
令
塔
機
能
発
揮

・
機
構
の
認
知
度
向
上
に
向
け
た
取
組

等

（
２
）
研
究
開
発
事
業
等

(
研
究
開
発
・
産
業
化
・
人
材
育
成
)
１
０
５
億
円
＜
１
０
４
億
円
＞

・
５
分
野
の
研
究
開
発
の
推
進

・
研
究
開
発
の
成
果
の
産
業
化
に
向
け
た
検
討

・
研
究
者
に
よ
る
出
前
授
業
等
の
実
施

等

（
３
）
施
設
整
備
等

６
９
億
円
＜
３
８
億
円
＞

・
建
物
・
敷
地
造
成
に
係
る
設
計
・
工
事

等

研
究

分
野

【①
ロ

ボ
ット

】
複

合
災

害
を経

験
した

福
島

で
、廃

炉
や

災
害

現
場

等
の

過
酷

環
境

で
機

能
を発

揮
す

るロ
ボ

ット
・ド

ロー
ンの

研
究

開
発

や
実

証
を、

令
和

7年
4⽉

に
F-

RE
Iへ

統
合

され
た福

島
ロボ

ット
テス

トフ
ィー

ル
ドも

活
⽤

しつ
つ⾏

う。

【②
農

林
⽔

産
業

】
震

災
に

よ
り⼤

規
模

な
休

耕
地

や
⼭

林
を

有
す

る
地

域
特

性
を

考
慮

し、
新

しい
技

術
シ

ー
ズ

の
活

⽤
な

ど、
従

来
に

な
い

次
世

代
農

林
⽔

産
業

に
挑

戦
す

る
。

【③
エ

ネ
ル

ギ
ー

】
既

存
の

⽔
素

関
連

設
備

等
を

活
⽤

し、
カー

ボ
ン

ニュ
ー

トラ
ル

を
地

域
で

実
現

す
る

。併
せ

て
、先

駆
的

な
ス

マ
ー

トコ
ミュ

ニテ
ィの

実
現

に
寄

与
す

る
。

【④
放

射
線

科
学

・創
薬

医
療

、放
射

線
の

産
業

利
⽤

】
福

島
の

複
合

災
害

か
らの

創
造

的
復

興
の

研
究

基
盤

とし
て

、放
射

線
科

学
（

放
射

化
学

、核
医

学
な

ど）
を

据
え

、放
射

線
や

RI
の

利
活

⽤
の

検
討

を
⾏

う。

【⑤
原

⼦
⼒

災
害

に
関

す
る

デ
ー

タ
や

知
⾒

の
集

積
・発

信
】

福
島

の
複

合
災

害
か

ら得
られ

る様
々

な
デ

ー
タを

集
積

し、
知

⾒
を発

信
す

るこ
とで

、今
後

起
こり

うる
災

害
へ

の
対

策
に資

す
ると

とも
に、

まち
づ

くり
に貢

献
す

る。

※
一
般
会
計
分
を
含
む

○
福

島
を

は
じ

め
東

北
の

復
興

を
実

現
す

る
た

め
の

夢
や

希
望

と
な

る
と

と
も

に
、

我
が

国
の

科
学

技
術

力
・

産
業

競
争

力
強

化
を

牽
引

す
る

、
世

界
に

冠
た

る
「

創
造

的
復

興
の

中
核

拠
点

」
と

な
る

こ
と

を
目

指
す

「
福

島
国

際
研

究
教

育
機

構
」

を
令
和
５
年
４
月
に
設
立
し
た
。

〇
機

構
で

は
、

中
期

目
標

及
び

中
期

計
画

に
基

づ
き

、
「

基
盤

作
り

と
存

在
感

の
提

示
」

に
重

点
を

置
き

、
機

構
の

施
設

が
整

備
さ

れ
る

前
に

も
で

き
る

限
り

早
期

に
成

果
が

得
ら

れ
る

よ
う

、
研

究
開

発
等

に
取

り
組

む
。

併
せ

て
、

機
構

の
施

設
整
備
等
を
推
進
す
る
。

〇
こ

の
た

め
、

令
和

８
年

度
に

お
け

る
、

機
構

の
運

営
管

理
、

研
究

開
発

事
業

等
の
実
施
に
必
要

な
予
算
及
び
施
設
整
備
等
の
推
進
に
必
要
な
予
算
を
計
上
す
る
。

事
業

概
要

・
目

的

〇
福

島
国

際
研

究
教

育
機

構
の

業
務

を
円

滑
か

つ
着

実
に

実
施

す
る

こ
と

で
、

福
島

や
東

北
の

復
興

及
び

我
が

国
の

科
学

技
術

力
・

産
業

競
争

力
の

強
化

に
貢

献
す

る
。

期
待

さ
れ

る
効

果

資
金

の
流

れ

＜
＞
内
は
令
和
７
年
度
予
算
額

復
興

庁

民
間

事
業

者
等

福
島

国
際

研
究

教
育

機
構

関
係

省
予

算
移

替
補

助

補
助

関
係

省
補

助

復
興

庁
国
土
交
通
省

等
支

出
委

任
等

委
託

・
請

負

【
法

人
運

営
等

、
研

究
開

発
・
産

業
化

・
人

材
育

成
】

【
施
設
整
備
に
向
け
た
取
組
】

復
興
庁
等
作
成
資
料
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H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0

R1
R2

R3
R4

R5
R6

R7
R8

当
初

予
算

前
年

度
補

正
予

算

外
務

省
予

算
の

推
移

（
億

円
）

※
１

当
初

予
算

は
、特

殊
要

因
を

含
む

。ま
た

、前
年

度
補

正
予

算
は

、追
加

額
を

計
上

。
※

２
Ｒ

３
以

降
は

、デ
ジ

タル
庁

所
管

の
シ

ス
テ

ム
関

係
経

費
を

含
む

。
※

３
Ｒ

８
は

、観
光

庁
計

上
額

を
含

む
。

0
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○
ロシ

ア
に

よ
る

ウク
ライ

ナ
侵

攻
以

降
、イ

ス
ラエ

ル
に

よ
る

ガ
ザ

地
区

地
上

作
戦

な
ど中

東
情

勢
も

不
安

定
。東

ア
ジ

ア
は

、中
国

が
⼒

に
よ

る
⼀

⽅
的

な
現

状
変

更
の

試
み

を
強

化
。⽶

国
で

は
トラ

ンプ
政

権
が

成
⽴

し、
新

た
な

外
交

・経
済

政
策

が
打

ち
出

され
て

い
る

。
○

戦
後

最
も

厳
しく

複
雑

な
安

全
保

障
環

境
と呼

ば
れ

る
とお

り、
国

際
関

係
は

激
変

す
る

中
で

、我
が

国
の

外
交

を
、柔

軟
か

つ
的

確
に

展
開

す
る

こと
が

求
め

られ
る

。

我
が

国
を

取
り巻

く国
際

環
境


20

23
年

10
⽉

、ハ
マス

が
イス

ラエ
ル

を攻
撃

し、
イス

ラエ
ル

が
報

復
。ガ

ザ
地

区
に

対
す

る
地

上
作

戦
を

実
施

。


20
25

年
６

⽉
、イ

ス
ラエ

ル
は

イラ
ン

核
施

設
等

を
攻

撃
し、

12
⽇

間
に

わ
た

って
攻

撃
の

応
酬

。

中
東


中

国
は

断
続

的
に

東
ア

ジ
ア

・南
シ

ナ
海

で
軍

事
的

威
圧

。


20
25

年
９

⽉
、中

国
・ロ

シ
ア

・北
朝

鮮
の

⾸
脳

が
、並

ん
で

軍
事

パ
レ

ー
ドを

観
覧

。

東
ア

ジ
ア


20

22
年

２
⽉

、ロ
シ

ア
が

ウク
ライ

ナ
侵

略
。


停

戦
に

向
け

た
取

組
を

継
続

（
20

25
年

10
⽉

時
点

）
。

ウ
ク

ラ
イ

ナ


20

25
年

１
⽉

、ト
ラン

プ
⼤

統
領

就
任

。関
税

措
置

とし
て

、４
⽉

か
らは

相
互

関
税

を発
動

。


国
際

機
関

か
らの

脱
退

を
相

次
い

で
表

明
（

20
25

年
１

⽉
W

HO
、７

⽉
UN

ES
CO

）
。


20

25
年

８
⽉

、ロ
シ

ア
プ

ー
チ

ン⼤
統

領
と⾸

脳
会

談
。

⽶
国

◆
⽶

国
関

税
措

置
に

関
す

る
動

き

4/
2

相
互

関
税

に
関

す
る

⼤
統

領
令

発
表

・す
べ

て
の

輸
⼊

品
に

追
加

10
％

関
税

・⽇
本

へ
の

相
互

関
税

率
24

％
等

7/
23

⽇
⽶

合
意

・相
互

関
税

率
を

15
％

に
引

き
下

げ
・政

府
系

⾦
融

機
関

に
よ

る
最

⼤
5,

50
0億

ドル
規

模
の

出
資

・融
資

・融
資

保
証

等

7/
27

⽶
国

と欧
州

委
員

会
の

合
意

4〜
7⽉

⽇
⽶

協
議

9/
4

⽇
⽶

共
同

声
明

・了
解

覚
書

署
名

（
出

所
）

令
和

８
年

度
予

算
の

編
成

等
に

関
す

る
建

議
（

令
和

７
年

12
⽉

２
⽇

）
参

考
資

料
よ

り

27
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O
SA
（
政
府
安
全
保
障
能
⼒
強
化
⽀
援
）
︓
概
要
と現

状

供
与
機
材

予
算
：

20
億
円

令
和
５
年
度

沿
岸
監
視
レ
ー
ダ
ー

6億
円

フ
ィ
リ
ピ
ン

救
難
艇
、
ド
ロ
ー
ン
等

4億
円

マ
レ
ー
シ
ア

警
備
艇

5.
75
億
円

バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ

警
備
艇
、
複
合
艇
、
救
難
艇
等

4億
円

フ
ィ
ジ
ー

供
与
機
材

予
算
：
50
億
円

令
和
６
年
度

警
戒
管
制
レ
ー
ダ
ー
（
防
衛
装
備
移
転
済
み
）

関
連
機
材
、
沿
岸
監
視
レ
ー
ダ
ー
、
複
合
艇
等

16
億
円

フ
ィ
リ
ピ
ン

⾼
速
警
備
艇

10
億
円

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

航
空
管
制
シ
ス
テ
ム

13
億
円

モ
ン
ゴ
ル

沿
岸
監
視
レ
ー
ダ
ー
及
び
関
連
イ
ン
フ
ラ

11
億
円

ジ
ブ
チ

供
与
機
材

予
算
：
81
億
円

令
和
７
年
度

災
害
対
処
・
道
路
構
築
⽤
重
機
等

4億
円

パ
プ
ア
ニ
ュ
ー
ギ
ニ
ア

無
⼈
航
空
機
（
Ｕ
Ａ
Ｖ
）

5億
円

ス
リ
ラ
ン
カ

潜
⽔
作
業
⽀
援
船
、
停
戦
監
視
⽤
機
材

31
億
円

マ
レ
ー
シ
ア

無
⼈
航
空
機
（
Ｕ
Ａ
Ｖ
）
、
制
服

3億
円

ト
ン
ガ

複
合
艇
格
納
施
設
及
び
進
⽔
路

調
整
中

フ
ィ
リ
ピ
ン

⾼
速
警
備
艇

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

海
上
捜
索
救
難
機
材
、
無
⼈
航
空
機

（
Ｕ
Ａ
Ｖ
）

タ
イ

災
害

対
処
用
重
機

東
テ
ィ
モ
ー
ル


同
志
国
の
軍
等
に
対
す
る
資
機
材
供
与
、
イ
ン
フ
ラ
整
備
等
を
⾏
う
た
め
の
無
償
資
⾦
協
⼒
の
枠
組
み
。


⽬
的
は
、
同
志
国
（
原
則
と
し
て
途
上
国
）
の
安
全
保
障
上
の
能
⼒
や
抑
⽌
⼒
の
強
化
に
貢
献
す
る
こ
と
に
よ
り
、
我
が
国
と
の
安
全
保

障
協
⼒
関
係
の
強
化
、
我
が
国
に
と
っ
て
望
ま
し
い
安
全
保
障
環
境
の
創
出
、
国
際
的
な
平
和
と
安
全
の
維
持
・
強
化
に
寄
与
す
る
こ
と
。


国
際
紛
争
と
の
直
接
の
関
連
が
想
定
し
が
た
い
分
野
に
限
定
（
①
法
の
⽀
配
に
基
づ
く
平
和
・
安
定
・
安
全
の
確
保
の
た
め
の
能
⼒
向
上

に
資
す
る
活
動
、
②
⼈
道
⽬
的
の
活
動
、
③
国
際
平
和
協
⼒
活
動
等
）
。


20

22
年
12
⽉
の
国
家
安
保
戦
略
に
記
載
さ
れ
、
20

23
年
4⽉

に
創
設
。
「
総
合
的
な
防
衛
体
制
の
強
化
の
た
め
の
取
組
」
の
⼀
つ
。

概
要


Ｏ
Ｓ
Ａ
創
設
か
ら
2年

半
が
経
過
。
令
和
5年

度
案
件
（
20
億
円
、
4か

国
）
及
び
6年

度
案
件
（
50
億
円
、
4か

国
）
は
順
調
に
進
展
（
供

与
機
材
は
本
年
5⽉

か
ら
順
次
到
着
）
。
令
和
7年

度
（
81
億
円
）
は
現
在
ま
で
に
4か

国
に
供
与
を
決
定
済
み
。


海
洋
に
お
け
る
警
戒
監
視
の
た
め
の
資
機
材
の
供
与
が
主
だ
が
、
防
衛
装
備
移
転
と
の
連
携
や
災
害
対
処
分
野
の
⽀
援
も
実
現
。
軍
関
係

者
を
中
⼼
に
各
国
の
評
価
は
⾼
く
、
⾸
脳
会
談
や
外
相
会
談
で
も
感
謝
や
期
待
の
声
が
聞
か
れ
て
い
る
。

現
状

令
和
８
年
度
案
件
（
予
算
額
：
18
1億

円
）

外
務
省
作
成
資
料
を

基
に
財
務
省
作
成
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情
報

戦
対

応
・⽂

化
外

交


国
家
の
イ
メ
ー
ジ
や
ナ
ラ
テ
ィ
ブ
を
め
ぐ
る
競

争
が
激

化
す
る
中

、
我

が
国

の
信

頼
性

を
毀

損
し
、
外

交
政

策
の
適

切
な
推

進
の

障
害
と
な
り
か
ね
な
い
情
報
発
信
が
増
大
。


日
本
の
政
策
・立

場
・取

組
等
に
つ
い
て
、
訴
求
対
象
の
関
心
を
踏
ま
え
、

SN
Sな

ど
の
ツ
ー
ル
も
活

用
し
つ
つ
、
客

観
的

な
事

実
に
基

づ
く
情

報
を
積

極
的

に
発

信
す
る
こ
と
で
、
共

感
を
得

る
と
と
も
に
、
情

報
操

作
の
余

地
を
狭

め
て
い
く
必

要
が
あ
る
。
ま

た
、
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
確

保
の
た
め
の
シ
ス
テ
ム
整

備
も
必

須
。


加
え
て
、
我
が
国
に
よ
る
発
信
を
前
向
き
に
受
け
止
め
る
土
壌
を
醸
成
す
べ
く
、
文
化
発
信
や
人
的
交
流
等
を
通
じ
て
、
発
信
の

受
け
手

か
ら
見

た
日

本
へ
の
好

感
度

、
親

近
感

、
信

頼
感

を
更

に
向

上
さ
せ
る
こ
と
が
急

務
。

1
問

題
意

識

2
実

施
施

策


情
報
空
間
の
状
況
に
関
す
る
情

報
収

集
・
分

析
を
強

化
す
る

と
と
も
に
、
発
信
の
訴

求
対

象
の
特

定
や
発

信
手

法
（S

N
S、

動
画
等
を
含
む
。
）
を
適

切
に
組

み
合

わ
せ
る
取

組
を
強

化
。


具
体
的
に
は
、
在
外
公
館
で
の
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
や
外

部
専

門
家

の
活

用
の
拡

大
、
イ
ン
フ
ル
エ
ン
サ
ー
の
登

用
等

を
通

じ
、

戦
略

的
対

外
発

信
の
充

実
を
図

る
。


加

え
て
、
本

省
に
お
け
る
ソ
ー
シ
ャ
ル
・
メ
デ
ィ
ア
を
通

じ
た
発

信
の
強

化
の
た
め
の
取

組
、
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
確

保
の
た
め
の

シ
ス
テ
ム
整

備
を
一

層
進

め
る
。

⇒
情

報
戦

の
激

化
、
新

興
技

術
の
発

展
等

に
対

応
で
き
る
よ
う
、

体
制

の
強

化
を
実

現
。
情

報
操

作
の
余

地
を
狭

め
、
我

が
国

に
有

利
な
情

報
環

境
の
形

成
へ
。


在

外
公

館
に
お
い
て
、
伝

統
文

化
か
ら
ポ
ッ
プ
カ
ル

チ
ャ
ー
ま
で
幅

広
く
日

本
の
魅

力
を
発

信
す
る
文

化
事

業
を
強

化
。
国

際
交

流
基

金
を
通
じ
た
文
化
芸
術
交
流
、

日
本

語
教

育
・
普

及
の
取

組
を
強

化
。


特
に
、
各
国
が
影
響
力
強
化
を
図
る
グ
ロ
ー
バ
ル
・
サ
ウ

ス
向

け
に
、
ア
ー
テ
ィ
ス
ト
の
派

遣
、
コ
ン
テ
ン
ツ
と
そ
の
背

景
に
あ
る
日

本
の
思

想
・
哲

学
の
発

信
等

の
取

組
を
新

規
に
実
施
。


閣

僚
級

招
へ
い
・
戦

略
的

実
務

者
招

へ
い
を
通

じ
た
人

脈
形
成
、
各
国
と
の
関
係
を
強
化
。

⇒
外

国
要

人
を
始

め
と
す
る
幅

広
い
層

の
「
ジ
ャ
パ
ン
・
フ
レ

ン
ズ
」
の
輪

を
拡

大
し
、
人

脈
形

成
、
情

報
収

集
、
政

策
発

信
等

に
最

大
限

活
用

。
地

に
足

の
着

い
た
外

交
活

動
の
基

盤
の
確

保
へ
。

戦
略

的
対

外
発

信
を
含

む
情

報
戦

対
応

文
化

外
交

の
抜

本
的

強
化外

務
省
作
成
資
料
を

基
に
財
務
省
作
成
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外
務

省
O

D
A（

無
償

資
⾦

協
⼒

＋
JI

CA
運

営
費

交
付

⾦
）

予
算

の
推

移

（
億

円
）

※
平

成
28

年
度

〜
令

和
8年

度
の

JI
CA

運
営

費
交

付
⾦

に
つ

い
て

は
施

設
整

備
費

補
助

⾦
を

含
ん

で
い

る
。四

捨
五

⼊
の

関
係

上
、合

計
が

⼀
致

しな
い

こと
が

あ
る

。

1,
48

0 
1,

45
7 

1,
45

4 
1,

46
9 

1,
50

3 
1,

46
4 

1,
49

2 
1,

50
5 

1,
50

5 
1,

51
0 

1,
51

6 
1,

51
7 

1,
51

8 
1,

51
9 

1,
48

1 
1,

48
4 

1,
50

0 

1,
54

2 
1,

51
9 

1,
61

6 
1,

64
2 

1,
66

7 
1,

60
5 

1,
62

9 
1,

63
1 

1,
60

5 
1,

63
1 

1,
63

2 
1,

63
2 

1,
63

3 
1,

63
4 

1,
56

2 
1,

51
4 

1,
53

1 

3,
02

1 
2,

97
5

3,
07

0 
3,

11
1 

3,
16

9
3,

06
9 

3,
12

1 
3,

13
5 

3,
10

9 
3,

14
1 

3,
14

8 
3,

14
8 

3,
15

0 
3,

15
3

3,
04

3 
2,

99
8 

3,
03

1 

0

50
0

1,
00
0

1,
50
0

2,
00
0

2,
50
0

3,
00
0

3,
50
0

JI
CA

運
営

費
交

付
⾦

無
償

資
⾦

協
⼒
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◆
無

償
資

⾦
協

⼒
の

JI
CA

⽀
払

前
資

⾦
の

推
移

30
9 

1,
96

0 

1,
56

1 
1,

44
2 

90
7

74
2

0

50
0

1,
00

0

1,
50

0

2,
00

0

08
09

10
11

12
13

14
15

16
17

18
19

20
21

22
23

24

R6
予

算
分

R5
予

算
分

3年
超

の
分

（
億

円
）

（
年

度
末

）

H2
0

予
算

分 ７
年
度
予
算
編
成
で
は
、
「
３
年
超
」
の
⽀
払
前
資
⾦
の
う
ち
、
約

50
億
円

分
を
他
案
件
に
活
⽤
可
能
で
あ
る
と
確
認
。

24
年
度
末
時
点
の
⽀
払
前
資
⾦

の
⼀
部
を
７
年
度
の
無
償
資
⾦
協
⼒
事
業
に
充
て
る
こ
と
と
し
た
。

⽀
払

前
資

⾦
等

◆
無

償
資

⾦
協

⼒
の

外
務

省
繰

越
額

の
推

移

1,
00

3 
1,

02
1 

86
6 

78
7 

68
5 

88
2 

91
9 

96
2 

1,
14

7 
93

2 

1,
62

9 
1,

63
1 

1,
60

5 
1,

63
1 

1,
63

2 
1,

63
2 

1,
63

3 
1,

63
4 

1,
56

2 
1,

51
4 

14
8

13
4

14
7

31
54

3
3

63
6

39
9

16
5

0

50
0

1,
00

0

1,
50

0

2,
00

0

2,
50

0

3,
00

0

3,
50

0

16
17

18
19

20
21

22
23

24
25

前
年

度
か

らの
繰

越
額

当
初

予
算

額
補

正
予

算
額

予
算

額
の

過
半

を
繰

越

（
注

１
）

貸
借

対
照

表
（

⼀
般

勘
定

）
の

運
営

費
交

付
⾦

債
務

と前
中

期
⽬

標
期

間
繰

越
積

⽴
⾦

の
合

計
額

。運
営

費
交

付
⾦

債
務

は
、中

期
計

画
期

間
の

最
終

年
度

末
に

全
額

収
益

化
す

る
（

当
期

未
処

分
利

益
に

振
り替

わ
る

）
た

め
、当

該
年

度
に

は
当

期
未

処
分

利
益

の
内

数
（

運
営

費
交

付
⾦

債
務

相
当

額
）

を
含

め
て

い
る

。
（

注
２

）
運

営
費

交
付

⾦
債

務
の

⾒
合

い
資

産
に

は
、現

⾦
及

び
預

⾦
の

ほ
か

前
渡

⾦
等

が
含

ま
れ

て
い

る
。

◆
JI

CA
技

術
協

⼒
等

（
運

営
費

交
付

⾦
）

の
未

完
了

分
の

推
移

0

20
0

40
0

60
0

80
0

1,
00

0

08
09

10
11

12
13

14
15

16
17

18
19

20
21

22
23

24

（
億

円
）

（
年

度
末

）

第
２

期
第

３
期

第
４

期
第

５
期

（
出

所
）

財
政

制
度

等
審

議
会

（
令

和
7年

11
⽉

7⽇
）

資
料

よ
り抜

粋
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O
D

A予
算

総
額

の
推

移
（

⼀
般

会
計

）

（
億

円
）

（
注

）
Ｒ

８
は

、外
務

省
分

に
観

光
庁

計
上

分
を

含
む

。

3,
55

2 

5,
85

1 

4,
38

0 

4,
49

7 

7,
55

7 

11
,6

87
 

5,
66

4 5,
83

5 

0

2,
00
0

4,
00
0

6,
00
0

8,
00
0

10
,0
00

12
,0
00

政
府

全
体

外
務

省

（
年

度
）
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前
年

度
補

正
予

算

当
初

予
算

出
資

・拠
出

国
債

円
借

款
等

（
回

収
⾦

）

円
借

款
等

（
回

収
⾦

以
外

）

O
D

A事
業

量
⾒

込
み

の
推

移

単
位

︓
億

円

5,
42

2
5,

51
9

5,
52

7
5,

53
8

5,
56

6
5,

61
0

5,
68

0
5,

61
2

5,
70

9
5,

65
0

5,
66

4
5,

83
5

1,
51

7
1,

90
4

1,
27

2
1,

29
9

1,
33

2
1,

31
5

2,
82

7
1,

60
1

3,
41

4
3,

28
4

2,
13

8
1,

76
0

2,
56

5
2,

10
8

2,
31

1
2,

16
4

2,
16

4
2,

75
9

3,
16

9
3,

43
1

2,
88

4
2,

80
8

3,
19

2
2,

89
2

3,
40

0
4,

03
0

5,
85

0
6,

72
2

7,
19

1
7,

30
7

8,
49

9

6,
68

3

12
,0

59
15

,5
28

20
,2

89

15
,2

75

6,
65

5
6,

87
9

7,
29

6
7,

21
0

7,
12

6
7,

01
3

6,
76

7

7,
15

4

7,
11

8

7,
44

3

7,
75

6

8,
36

7

19
,5

58
20

,4
41

22
,2

57
22

,9
33

23
,3

78
24

,0
03

26
,9

40

24
,4

81

31
,1

84

34
,7

13

39
,0

38

34
,1

29

0

5,
00
0

10
,0
00

15
,0
00

20
,0
00

25
,0
00

30
,0
00

35
,0
00

40
,0
00

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0

R元
R2

R3
R4

R5
R6

R7
R8

（
注

１
）

計
数

は
、各

年
度

の
当

初
予

算
に

基
づ

き
、⾒

込
み

とし
て

計
算

して
い

る
。

（
注

２
）

Ｒ
８

は
、J

IC
Aに

お
け

る
⽀

払
前

資
⾦

等
の

無
償

資
⾦

協
⼒

へ
の

活
⽤

（
78

億
円

程
度

）
を

含
め

て
い

る
。

⼀
時

的
要

因
とし

て
、

露
凍

結
資

産
を

活
⽤

した
ウク

ライ
ナ

⽀
援

特
別

円
借

款
（

4,
71

9億
円

）
を

含
む

。
これ

を
除

くと
、約

34
,3

19
億

円
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参
考
資
料

（
特
別
会
計
関
係
）

（
令
和
８
年
度
予
算
政
府
案
）

※
計

数
に
つ
い
て
は
,
精
査
の
結
果
、
異
動
を
生
ず
る
場
合
が
あ
る
。

※
計

数
は
そ
れ
ぞ
れ
四
捨
五
入
し
て
い
る
の
で
、
合
計
が
一
致
し
な
い
場
合
が
あ
る

。
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(単
位
：
億
円
）

＜
主

な
歳

出
増

減
の

内
訳

＞
（
対

７
年

度
当

初
）

・
そ
の

他
の

東
日

本
大

震
災

関
係

経
費

の
増

（
+
3
2
8
億

円
）

(単
位
：
億
円
）
（
対
７
年
度
当
初
）

・
国
債
整
理
基
金
特
別
会
計
へ
の
繰
入
等
の
増
（
+
3
1
6
億
円
）

・
原
子
力
災
害
復
興
関
係
経
費
の
減
（
▲
4
0
3
億
円
）

・
復
興
関
係
公
共
事
業
費
等
の
減
（
▲
2
8
5
億
円
）

東
日

本
大

震
災

復
興

特
別

会
計

5
,2
9
2
（
▲
2
4
2
）

6
,3
3
4
（
▲
1
2
9
）

歳
出

純
計

額
か

ら
国

債
償

還
費

、
社

会
保

障
費

等
を
除
い
た
額

歳
出
純
計
額

歳
出
総
額

5
,2
9
2
（
▲
2
4
2
）

6
,
3
3
4
億
円

（
▲
1
2
9
）

復
興
加
速
化
・

福
島
再
生
予
備
費

8
0
0

（
+
1
3
0
）

災
害
救
助
等
関
係
経
費

1
7
（
▲
1
0
）

6
,
3
3
4
億
円

（
▲
1
2
9
）

復
興
特
別
所
得
税

4
,9
3
8
（
+
1
7
8
）

復
興
公
債
金

6
6

（
▲
1
,1
4
5
）

【
令
和
８
年
度
歳
入
予
算
】

【
令
和
８
年
度
歳
出
予
算
】

原
子
力
災
害

復
興
関
係
経
費

2
,9
4
5

（
▲
4
0
3
）

そ
の

他
の

東
日

本
大
震
災
関
係
経
費

1
,1
2
4
（
+
3
2
8
）

復
興
関
係

公
共
事
業
費
等

3
9
6
（
▲
2
8
5
）

国
債
整
理
基
金

特
別
会
計
へ
の
繰
入
等

5
8
5
（
+
3
1
6
）

地
方
交
付
税

交
付
金

4
5
6

（
▲
2
0
3
）

災
害
関
連
融
資
関
係
経
費

1
0
（
▲
1
）

一
般

会
計

よ
り
受

入

6
8
8
（
+
6
8
6
）

税
外
収
入

6
4
1

（
+
1
5
2
）

特
別

会
計

よ
り
受

入
0
（
-
）
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外
国

為
替

資
⾦

特
別

会
計

（
単

位
：
億

円
）

4
8
,
2
4
7
億
円

（
▲
1
,
1
8
3
）

【
令

和
８
年

度
歳

入
予

算
】

外
国
為
替
等
売
買
差
益

1,
68
9（

＋
91
）

雑
収
⼊

16
（
＋
15
）

運
用

収
入

4
6
,5
4
2

（
▲

1
,2
8
9
）

1
9
,
7
3
4
億
円

（
+
4
,
2
7
6
）

【
令

和
８
年

度
歳

出
予

算
】

事
務
取
扱
費

53
（
＋
21
）

融
通
証
券
事
務
取
扱
費
⼀
般
会
計
へ
繰
⼊

0（
▲
0）

予
備

費
3
,0
0
0
（
-
）

国
債

整
理

基
金

特
別

会
計

へ
繰

入
1
4
,2
6
1
（
＋

6
,3
7
5
）

諸
支

出
金

2
,4
2
1
（
▲

2
,1
2
0
）

・
国
債
整
理
基
金
特
別
会
計
へ
繰
入
の
増
（
＋
6,
37
5億

円
）

・
償
還
差
額
補
塡
金
（
諸
支
出
金
）
の
減
（
▲
2,
12
4億

円
）

歳
出
純
計
額
か
ら
国
債

償
還
費
、
社
会
保
障
費

等
を
除

い
た
額

歳
出
純
計
額

歳
出
総
額

5
,4
7
3
(▲

2
,0
9
9
)

5
,4
7
3
(▲

2
,0
9
9
)

1
9
,7
3
4
（
+
4
,2
7
6
）

＜
主

な
歳

出
増

減
の

内
訳

＞
（
対

７
年

度
当

初
）

（
注
）
計
数
は
そ
れ
ぞ
れ
四
捨
五
入
し
て
い
る
の
で
、
合
計
に
お
い
て
一
致
し
な
い
場
合
が
あ
る
。

(単
位

：
億

円
）
（
対

７
年

度
当

初
）
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